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財政再建の理論的分析

井堀　利宏＊

板谷　淳一＊＊

　財政再建が国民的な課題であることには合意できても，具体的な再建プロセスをどのよ

うに進めていくべきかについては，なかなか合意するのが困難である。本論文では，財政

再建の進め方について，国民と財政当局との交渉プロセスを動学的な観点から理論的に分

析する。とくに，予算規律や国民相互間での利害対立がどのように財政再建の進め方やそ

の速度に影響するかを考えていきたい。前半部分では特に，財政赤字の維持可能性の問

題，均衡財政の経済学的な意味，シーリング政策の効果，予算制度の透明性などを取り上

げて，この分野での先行研究をサーベイすることで，予算編成上の問題点を整理する。

　後半部分では，財政再建のための税負担を自発的に受け入れるという枠組みの中で，多

数の利益団体間の無限期間動学ゲームを分析することによって，財政再建プロセスの動学

的な性質を考察する。特に，パレート最適の財政再建経路，初期時点で合意された財政再

建プランを変更できない開ループ・ナッシュ均衡解，およびいかなる時点でもそれを自由

に変更できるフィードバック・ナッシュ均衡解を比較検討することによって，財政再建プ

ロセスにおける利益団体のただ乗り行動がもたらす様々な理論的帰結を明らかにするとと

もに，このようなただ乗り問題を内部化するための消費税の規範的な役割を考察する。ま

た，パレート最適経路およびこれら非協力ゲームの均衡経路の調整速度を比較して，さら

に，消費税の変化が調整速度に与える効果も調べる。

Ⅰ．財政赤字拡大の背景

国際的なパフォーマンスの比較

　1990年代に入って日本はかなり巨額な財政赤

字を出し続けている。1980年代には国のレベル

ではある程度の赤字であったが，地方の財政赤

字はそれほど大きくはなかった。また，日本の

場合は公的年金を部分的に国が積立てるシステ

ムを採用しており，年金収支をみると，まだ高

齢化がそれほど進展していないため，払い込む

人の方が年金をもらう人よりも多く，その年金

拠出金が増大している。したがって，一般政府

レベルでみると，90年代以前はむしろ黒字に

なっていた。公的年金を含めて，日本の一般政

府（国と地方と社会保障基金）レベルでの財政

収支を計算すると，1992年まで統計上黒字に

なっていた。これは，逆に言うと，国と地方の

財政赤字がそれほど大きくなかったことを意味
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する。ところが，1993年以降，年金収支の黒字

を上回るペースで国と地方の財政赤字が拡大し

て，同年から一般政府レベルでも財政赤字に転

落してしまった。

　日本の財政赤字の最近の数宇を他の先進諸国

と比較してみよう。中央政府と地方政府間での

財政分担は，各国で異なっている。国際比較を

する場合は，中央と地方をまとめて，その総合

的な財政収支をみる必要がある。まず，財政赤

字の対ＧＤＰ比（一般政府レベル）でみると，

1993年1.4％，94年3.5％，95年3.9％と年々悪

化し，96年は4.8％程度になると推定されてい

る。年金収支が黒字であるにもかかわらず，一

般政府レベルで５％程度の赤字が出ているの

は，国と地方を合わせた財政赤字が96年で７％

程度になっているからである。

　また，表１に示すように，債務残高の対ＧＤ

Ｐ比率でみると，日本も1990年までは60％前後

であって，他国に比べて極端に高かったわけで

はなかった。1997年の日本の国債・地方債の残

高はＧＤＰ比でおよそ90％に上っていて，国際

的にみるとかなり悪い状況にある。イタリアは

長期的に財政赤字の問題を抱えており，最近の

その数字は120％にもなる。しかし，その他の

先進国，アメリカ，イギリス，ドイツ，フラン

スではだいたい60％程度にとどまっている。

財政再建目標

　他の先進諸国，特にヨーロッパの場合は，

３％という共通の財政再建の目標数字に合わせ

て，ここ数年財政赤字の削減に取り組んでいる。

すなわち，ヨーロッパ諸国では，1999年の通貨

統合の実現の条件として，財政赤字に関する共

通の収束目標が設定されている。それは，財政

赤字を対ＧＤＰ比で３％以下に，また，公的な

債務残高を対ＧＤＰ比率で60％以下に抑えると

いうものである。1995年末時点ではこの収束目

標を満たしている国はルクセンブルグのみであ

るが，他の諸国もこの目標を実現するために，

社会保障制度の見直しや公的企業の民営化などで
財政赤字の削減に努力している。その結果，

1996年時点でイギリス，フランス，ドイツなど

ほとんどの国では財政赤字の対ＧＤＰ比率は

５％以下にまで削減されており，わが国の財政

赤字が対ＧＤＰ比でみて拡大しているのと対照

的である。

　1997年６月に「財政構造改革の推進につい

て」が閣議決定されて以来，わが国の財政構造

改革が本格的に動き始めた。この内容は，５つ

の原則を柱としている。それは，①財政構造改

革の当面の目標を2003年とする，②1998～2000

年の３年間は「集中改革期間」とし，その期間

中は聖域を一切設けず主要経費に関して具体的

な量的縮減計画を定める，③1998年度予算は一

般歳出（政策的経費）を対1997年度比でマイナ

スとする，④あらゆる政府支出に関する長期計

画（公共投資基本計画など）の規模について大

幅な縮減を行い，新たな政府支出を伴う長期計

画は作成しない，⑤国民負担率を50％を越えな

いように財政運営を行う，というものである。

これと併せて，財政健全化目標として2005年ま

でに財政赤字対ＧＮＰ比を３％，赤字国債発行

ゼロという数値目標を掲げている。

財政赤字とケインズ政策

　1990年代に入ってからの財政赤字の拡大の背

景には，ケインズ的な景気刺激政策がある。需

要面での公共投資の有効性を図る指標が，公共

投資の乗数効果である。すなわち，１兆円の公

共投資によって何兆円のＧＤＰ（＝国内総生

産）が増加するかを表す大きさであり，これは

需要面からの公共投資の刺激効果の大きさを

測っている。公共投資により，まず直接その事

業で使われる資材などの関連の建設業での景気

が良くなると，そこで雇用されている人の消費

意欲が活発になり，それが他の産業にも波及し

ていく。他の産業でも消費意欲が活発になれ

ば，経済全体の有効需要が拡大し，景気が全体

的に活発化する。このような消費意欲の波及効

果全体を合計したものが，乗数効果であり，こ

れは追加的な消費意欲（限界消費性向：追加的

な所得から消費に回される割合）が高いほど，
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大きな値になる。

　この乗数の値が最近ではかなり小さくなって

いる。その理由としては，変動為替レート制度

のもとでは，景気が良くなると金利の上昇圧力

が生まれるが，これは円高要因となり，日本の

輸出を抑制し，輸入を刺激して，日本の総需要

の拡大を相殺する方向に働くマンデル＝フレミ

ング効果など，ケインズ的なマクロ・モデルを

前提としても，ある程度説明可能である。ある

いは，公共投資拡大の財源として公債を発行し

てまかなっているが，これが将来の増税の可能

性を予想させ，家計は消費よりも貯蓄意欲の方

を強める結果，追加的な消費の拡大効果が生じ

ない（公債の中立命題），等のいくつかの新古

典派的な説明も考えられる。したがって，需要

サイドからの公共投資の拡大のメリットは小さ

くなっていると考えられる。本論文の後半で展

開する理論的な分析では，こうした現状もふま

えて，政府支出や税収を変化させても，所得水

準は変化しないと想定している。これは，財政

政策の乗数効果がないことを意味するが，むし

ろ，中長期的な財政再建を議論するには，より

現実的な想定と思われる。

財政改革の背景

　1990年代におけるわが国の巨額の財政赤字は

構造的なもので，景気循環的な要因のみによる

一時的なものではないと考えられる。現在の財

政制度のもとでかりに景気が良くなり，税収が

増加したとしても，まだ巨額の財政赤字は完全

には解消されないだろう。97年には消費税率が

３％から５％に引き上げられた。しかし，歳出

の増加も見込まれており，所得税の特別減税も

実施されるため，大幅な財政赤字が発生するこ

とに変わりはない。完全雇用あるいは潜在的な

成長率を実現したとしてもなお解消されない財

政赤字は，「高雇用財政赤字」，あるいは「完全

雇用財政赤字」と呼ばれている。

　今後高齢化・小子化が進むと，マクロの貯蓄

が減少することが予想される。そうなると，経

常収支も赤字になる可能性が高い。1980年代の

アメリカを苦しめた財政赤字と経常赤字という

双子の赤字の現象が，やがて日本においても生

じる可能性がある。裁量的な制度改革を行っ

て，国民に対する行政サービスを実質的に大幅

に引き下げなければ，公債費を含めた一般歳出

の伸びを大幅に抑えることはできないと考えら

れる。財政再建をどのようにして解決するか

は，国民的な課題といえよう。

本論文のねらい

　本論文では，現行の財政制度のもとでどの程

度の財政赤字が発生するかを試算することを目

的としているものではない。また，財政赤字の

削減が望ましいかどうかを議論するものでもな

い。むしろ，財政赤字の削減が政策目標として

設定された場合に，どのようなプロセスでどの

くらいの調整速度で財政再建を行うべきかにつ

いて，理論的検討を行うものである。

　Ｖon　Ｈagen（1992）の実証研究によると，イギ

リスとフランスは集権型の予算制度，アイルラ

ンド，イタリア，ベルギー，ギリシャ，ルクセ

ンブルグ，ポルトガルは分権型の予算制度であ

る。前者の方が後者の国よりは財政赤字の拡大

の程度は小さい。南アメリカ諸国でも，1980－

1993年のデータでみると，集権型の国の方が分

権型の国よりも財政赤字の拡大の程度は小さい。

連合政権の国の方が財政規律は弱い。また，ア

メリカでの州別の実証分析でも，財政危機への

対応は，民主党と共和党とで議会と知事とが分

裂している分裂政府の方が弱く，遅い。

　政治的環境の中で予算が決定される以上，財

政再建が国民的な課題であることには合意でき

ても，具体的な再建プロセスをどのように進め

ていくべきかについては，なかなか合意するの

が困難である。本論文では，財政再建の進め方

について，国民（あるいは，利益団体）と財政

当局との交渉プロセスを動学的な観点から理論

的に分析する。とくに，予算規律や国民相互間

での利害対立がどのように財政再建の進め方や

その速度に影響するかを考えていきたい。な

お，日本の財政赤字についての分析では，
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Ａsako et. al. (1991), Ｉhori(1996),Ｗright(1997)が 有益である。

Ⅱ．財政危機の意味

財政破綻

　財政赤字の拡大は，無駄な支出が行われ，ま

た公債費が累増するなかで，本来必要な支出が

そのしわ寄せを受けてしまうデメリットをもっ

ている。この点に注目して，財政再建の動学的

な分析をするのが，本論文の後半の課題である。

ところで，財政赤字の拡大は財政破綻につなが

る別のデメリットも持っていると指摘されるこ

とが多い。以下まず最初に，この節では，後者

の財政破綻について考えてみよう。

　1970年代の石油危機への対応から生じた財政

赤字の累積をきっかけとして，1980年代には，

多くの国々で財政赤字の削減が重要な経済およ

び政治問題となった。すなわち，現在の財政政

策をそのままにしておくと，財政赤字が累積的

に拡大し，やがて政府の財政は破産してしまう

のではないか，あるいは，政府を破産の危機か

ら回避するには，現在の政策をそのまま維持す

るのではなくて，増税なり政府支出の削減なり

の財政政策の変更が必要とされるのではない

か，といった問題意識が高まりを見せた。これ

が，公債発行の維持可能性，あるいは逆に言う

と，財政破綻の問題である。

　財政が破綻するのは，サラ金からの借金を返

せなくなった家計と似ている。公債を発行する

のは，民間部門から（あるいは外国から）借金

をするためである。すでにたくさんの公債を発

行している政府がさらに公債を発行しようとし

ても，貸す方はあまりいい条件では貸したくな

いだろう。巨額の公債をきちんと償還してくれ

るかどうかが疑問になるからである。そうした

リスクを考慮して，貸し手は高い金利を要求す

る。つまり，公債を発行するほど金利が高くな

り，それは国債費の増加につながるから，ま

た，公債を発行せざるを得なくなるからである。

これは，公債の償還のための借換債の発行を意

味する。借金の返済のためにまた借金をする状

態が，サラ金財政と呼ばれているが，日本でも

借換債が発行されており，サラ金財政との類似

性は否定できない。

財政破綻を回避する条件

　では，日本の財政はすでに破綻しているのだ

ろうか。現状では，表面的には破綻していない

と判断すべきであろう。なぜなら，現在の公債

は非常に低い金利で市場で消化されており，こ

れは，低い金利でも公債を需要する民間の経済

主体が存在することを意味する。政府が公債を

発行しようと思っても，債券市場でだれも政府

の債券＝公債を保有しようとしない状況が生じ

てはじめて，財政は破綻する。あるいは，非常

に高い金利を約束しないと公債が消化されない

のであれば，財政は破綻状態にある。日本の現

状では公債の発行金利はかなり低く，財政破綻

の問題は表面化していない。本号にある土居・

中里論文でも，この点が実証的に確かめられて

いる。

　財政システムが破綻しているのか，あるい

は，公債発行が維持可能であるのかは，どのよ

うに考えたらよいだろうか。財政収支の時間的

な動きは，公債残高の初期値＝現在時点での公

債残高と，その後の将来の期（＝会計年度）に

おける毎期毎期の（政府支出，新規の公債発行

額，税収）の動きで与えられる。このとき，公

債残高が経済の規模（＝ＧＤＰ）よりも大きな

スピードで累積しない限り，政府は破産しない。

公債の増加のスピードは，利払い費の分だけで

はなく，毎年追加的に公債発行の圧力が加わる

ことを考えると，利子率の大きさに対応してい

る。したがって，経済成長率が利子率よりも大
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きければ，対ＧＤＰ比でみた公債残高は発散せ

ず，また，政府は公債をきちんと償還すること

が可能となる。なぜなら，税収もＧＤＰと同じ

速度で増加すると考えられるからである。

　問題は，公債の利子率の方が経済成長率より

も大きいケースである。このケースでは，公債

の発行限度に関して，財政上の制約が存在する。

それは，政府のバランス・シートが長期的に満

たされているかどうか，すなわち，長期的に公

債発行という負債に相当する額の収入=税収を

ネットで確保しているかどうかである。このと

き，長期的視点で見た次のような政府の予算制

約式（＝バランス・シート）が成立している。

　「毎期毎期の税収と政府支出との差額の現在

　　から将来までの合計額」

　　＝「初期時点での公債残高」

現在の財政システムを前提とした財政政策が維

持可能であるためには，上辺の毎期毎期の税収

と政府支出の差額（＝ネットの税収）を利子率

で割り引いた現在価値が，下辺の公債残高の初

期水準に一致しなければならない。なお，現在

価値とは，異なる時点の経済的な変数の大きさ

を，同じ時点の経済的な変数に置き直したとき

の価値を意味する。言い換えると，現在価値

は，将来の価値を利子率で割り引いて，現在時

点での価値に置き直したものである。

　ここで，利払い費を除いた財政赤字，すなわ

ち，利払い費を除いた歳出マイナス税収のこと

を，プライマリー・バランスの赤字幅＝「一次

的（プライマリー）財政赤字」という。これ

は，公債の新規発行額マイナス公債の利払い費

にも等しい。一次的財政赤字は，財政赤字が長

期的に維持可能であるかどうかを判断する基準

として有益である。上の式で示したように，政

府の予算収支は，長期的には，一時的財政黒字

（税収マイナス利払い費を除いた歳出）の割引

現在価値が当初の公債発行残高に一致するとい

う制約があるからである。言い換えると，現在

の公債残高を償還するには，それに見合った一

次的な財政黒字が将来において発生しなければ

ならない。

　したがって，現在の財政政策が維持可能であ

るかどうかは，現在から将来にかけての一次的

財政余剰を利子率（あるいはより正確には，利

子率が経済成長率を上回る大きさ）で割り引い

たものと，現在の公債残高とを比較すればよい。

他の条件が変化しなければ，ある時点での一次

的財政赤字が拡大すれば，その割引現在価値も

増大するから，それだけ現在の財政政策の維持

可能性は困難になる。その意味で，現在の一時

的な財政赤字の大きさは，政策の維持可能性を

考えるうえで，有力な指標になる。現在の公債

残高（あるいは，より正確にいえば政府の資産

を差し引いたネットの負債残高）がプラスであ

れば，維持可能性のためには，一次的財政収支

（プライマリー・バランス）は長期的には必ず

プラスでなければならない。税収の割引現在価

値が政府支出の割引現在価値を必ず上回らなけ

ればならず，税収を政府支出が上回る状態を長

期的に続けることはできない。

　ただし，プライマリー・バランスの黒字は，

財政赤字が発散しない条件ではあっても，どの

程度で収束するかについては何も言っていない。

政府支出が税収との比較でみて少なければ少な

いほど，財政収支は短期間で均衡へと収束する

し，そのあいだに発行される公債残高の総額も

小さくても済む。ストックでの収束指標である

公債残高の対ＧＤＰ比率をどこに設定するか

は，プライマリー・バランスが黒字であるとし

ても，重要な政策目標である。この点は，本論

文の後半部分で議論したい。

金利形成と財政危機

　現在，わが国のプライマリー・バランスが赤

字であるにもかかわらず，公債が低い金利で消

化されているのは，投資家が日本の財政システ

ムの将来を楽観しており，やがてはプライマ

リー・バランスが黒字となり，長期的に政府の

収支が破綻しないと考えているからである。し

かしこのままプライマリー・バランスの赤字が

累積していげば，将来これが十分に黒字になる

という予想を修正せざるを得ないだろう。も
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し，民間の人々あるいは外国の投資家がこのよ

うな長期的な日本財政の厳しさを現実のものと

して認識すれば，日本の公債に対する信頼性は

かなり揺らぐことになり，金利の上昇などの，

財政破綻の兆候が日本でも観察される可能性は

高くなる。

　そこで，Ｃaselli(1997)にしたがって，金利形

成と財政危機における政府の対応との関係につ

いて考える。市場が公債を消化するのを拒否す

ると，誰も新規の公債を保有しなくなると共

に，既存の公債を保有している投資家もその公

債の即時の償還を政府に求めるだろう。こうし

た財政危機が生じたとき，政府には２つの対応

がある。１つは，デフォルトを宣言して，既発

の公債の債務を拒否することである。もう１つ

は，すべての公債を直ちに償還することに応じ

るために，増税することである。第２の選択

は，短期的な増税のコストがどの程度大きいか

に依存する。理論的にはＧＤＰの大きさまで短

期的に増税することは可能である。しかし，課

税構造が偏在している場合には，大幅な増税に

は課税ベースとなる経済主体からの抵抗，負担

も大きくなり，短期的な増税のコストはかなり

大きくなるだろう。逆に，課税構造が均一的で

あれば，短期的な増税のコストはそれほど大き

くはならない。したがって，課税構造がどの程

度不均衡であるかどうかで，デフォルトするか

きちんと償還するかが決まる。

　課税構造が不均衡であるほど，政府にとって

デフォルトする誘因が高くなる。市場が合理的

に政府の行動を予想すれば，そうした状況では

公債を将来きちんと償還してくれないと予想で

きるから，公債の保有はかなりリスクのある投

資対象となる。その分だけ，公債の利子率が高

くないと投資家は公債を保有しようとせず，そ

の結果利払い費が増大して，ますます財政危機

を引き起こす可能性も高くなる。したがって，

課税構造が不均衡であるほど，公債は高い金利

でないと市場で消化されなくなる。これが，課

税の不均衡によるリスク・プレミアである。

　また，政府が単独与党政権であり，財政政策

の自由度がかなり高い場合には，デフォルトを

宣言しないで増税するときに，与党の基盤とし

ている利益団体以外に重い課税をすることがで

きる。そのような課税は与党政府にとってあま

り負担にならないから，課税で対応する誘因が

高くなる。逆に，連立政権の場合には，課税の

負担が連立を構成するいずれかの政党を支持す

る利益団体の負担となるかもしれない。連立を

構成する政権を支持する国民が多数になるほ

ど，この可能性が高くなる。したがって，連立

政権の場合には増税よりもデフォルトを選択す

る誘因は高い。その結果，合理的な期待を市場

がもっているなら，連立政権が発行する公債に

は高い金利がつくことになる。これが，連立政

権のリスク・プレミアである。

　Ｃaselli(1997)は，課税の不均衡プレミアと連

立政権プレミアが，現実のデータでどの程度成

立しているのかを実証分析してみた。その結

果，ＯＥＣＤ諸国のうち公債残高の多い国でク

ロスセクションでの回帰分析をすると，確か

に，どちらのプレミアも有意であることが示さ

れた。特に，連立政権プレミアは，連立に参加

する政党の数が多いほど多く，首相と大蔵大臣

とが異なる政党に属する場合に大きくなる。課

税の不均衡プレミアとしては，自営業者の比率

（クロヨンなど租税回避の程度を示す代理変

数），直間比率が平均的な水準からどの程度乖

離しているかを示す指標（最適課税構造からの

乖離を示す代理変数），社会保障費の大きさ

　（経済主体間での再分配の程度を示す代理変

数）の３つを用いたが，いずれも有意に効いて

いる。

　また，Ｃaselli，Ｇiovannini，Ｌane(1997)では，

プライマリー・バランスでみた財政赤字と公債

の金利との関係をＯＥＣＤ諸国に関して実証的

に分析している。その結果，財政赤字が大きい

ほど，金利も高くなることが示されている。し

かし，それ以外でのそれぞれの国の国内的要因

も，それぞれの国の公債の金利形成にある程度

影響を与えているという結果も導出している。
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Ⅲ．財政再建の進め方

均衡財政はもっともらしいか

　均衡財政を義務づけるのは理論的にもっとも

らしいだろうか。ケインズ的な景気対策として

財政赤字を操作するという観点からは，望まし

くない。また，バロー的な課税の平準化理論か

らも均衡財政は望ましくない。しかし，最適課

税を政府が適切に行うことが現実の政治プロセ

スの中では困難であるとすれば，次善の解とし

て均衡財政の制約は正当化できる状況でもあり

得る。この点に関するより詳細な議論に関して

は，Ａlesina and Ｐerotti(1995,1996)を参照せよ。

予算のプロセス

　予算編成のプロセスは，一般的に以下の３つ

に分割できるだろう。

１）大蔵省が予算を作成（査定）。

２）政府内での折衝を経て，予算の原案が決定。

　国会で成立。

３）各省庁が予算を執行。

これら３つのうちでは，最初の２つのプロセス

が重要である。制度としては，２つのタイプが

ある。中央集権的な制度と分権的な制度である。

集権的な制度では，内閣あるいは大蔵省が予算

編成で各省庁に対してより強い権限をもってい

る。また，国会は政府が提出した予算案に対し

て修正する権限をあまりもっていない。逆に，

分権的な制度では，政府内での各省庁間での民

主的な交渉を重視し，大蔵省の特別の権限はな

い。また，国会でも少数野党でも予算を変更す

る可能性を与える。

　集権的な制度では財政規律を課すのが容易で

あり，財政赤字の拡大を回避でき，財政改革も

容易である。しかし，少数派に対する配慮を欠

き，多数派の利益になるような予算が実行され

る。分権的な制度では逆の特徴を持つ。

　予算制度がどの程度透明性をもっているのか

も，重要なポイントである。複数の会計や地

方，社会保障基金に対する操作など，また，み

えない形での債務の処理など，政府は本当の予

算，特に財政赤字を隠す傾向にある。また，将

来の経済見通しを故意に過大にすることで，将

来の税収見積もりを過大にして，将来の財政赤

字の大きさを隠すこともある。

シーリング方式の評価

　歳出面での具体的な抑制方式としてわが国で

採用されているのが，シーリング方式である。

これは各省庁が予算要求をする場合に，前年度

の支出の総額に対して一定の率での総枠をあら

かじめ設定して，その枠の中での概算要求のみ

を認めるというものである。したがって，すべ

て歳出項目にゼロシーリングが設定されれば，

最大限でも翌年度の歳出総額は本年度と同額ま

でしか増えないことになる。しかし，現実には

すべての項目についてシーリングが設定されて

いるわけではない。経常的な経費と投資的な経

費とが区別されるケースが通常であるし，ま

た，制度上，あるいは政策的に増額させるもの

については例外扱いになる場合も多い。その結

果，ゼロ・シーリングが設定された年の予算編

成でも結果としては歳出は増大するのが通常

である。

　また，これは当初予算についてのみ当てはま

る編成方針であり，補正予算には適用されない。

当初予算では歳出が抑えられても，その後の景

気対策などの名目で大幅に歳出の増加が認めら

れる予算もある。特に，1990年代に入ってから

は公共事業については補正予算で大幅な追加が

行われ，シーリングは有効に機能していない。

　また，シーリング方式のもう一つの問題点

は，既存の予算の切り込みが不十分になる点で

ある。一度予算として認められると，同じ予算
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要求は原則として無条件で認められる。新しい

予算を要求する当初には社会的に必要な歳出で

あったとしても，その後の経済環境が大きく変

化するにつれて，必要なくなるケースも現実に

は多いだろう。そうした予算の中身の見直しに

ついても，シーリングはあまり有効に機能して

るとはと言えない。

　歳出の総枠をまず決定してそのあとで個別の

政策経費の配分を決める方式と，個別の政策経

費を積み上げて全体の歳出を決める方式を比較

しよう。前者の方が必ずしも歳出の抑制に有効

とも限らない。合理的な政策決定者であれば，

歳出の総枠を決定する場合でも，個別の経費の

大きさを考慮するから，前者の方がより押さえ

込めるわけではない。

２つの政策決定のルール

　Ｂaron（1989）などによる２つの政策決定の

ルールを想定しよう。閉鎖ルールと開放ルール

である。閉鎖ルールでは一度採択された予算案

は，修正されることなく実行される。開放ルー

ルでは，成立した予算案でもその後の修正が何

度でも可能である。その都度，投票が行われて

新しい予算案ができあがる。

　閉鎖ルールでは最初に予算案を作成する大蔵

省に強い権限を与えている。２分の１以上の賛

成さえあれば，予算は成立して確定するので，

与党に大きな便益さえ保障してやれば，少数派

の便益のことは考慮しなくても良い。予算は短

期間に確定され，徴税のコストと比較して国民

全体の便益が小さい不公平な予算が作成される。

　開放ルールでは，多数派が勝手な予算配分を

決めると，少数派が多数派の一部を取り込んだ

別の新しい多数派の予算を作成して，当初の予

算を変更することが可能になる。したがって，

当初の多数派もあまり勝手な予算配分はできな

い。その結果，少数派の便益も考慮したより公

平な予算案が策定される。しかし，最終的な予

算案の確定には時間がかかる。

　閉鎖ルールは集権制度に対応し，開放ルール

は分権制度に対応する。また，連立政権は開放

ルールであり，単独与党政権は閉鎖ルールに対

応する。閉鎖ルールのメリットは，時間の費用

を節約できる点にある。財政危機を解決するに

は時間との戦いでもある。そうした状況では閉

鎖ルールの方が対応は早い。しかし，財政赤字

がそれほど大きくなければ，時間はあまり重要

でないので,より公平な開放ルールの方が望ま

しい。その意味では，トレード・オフの関係に

ある。

連合政権のメリット・デメリット

　わが国では1994年以来２年足らずの間に，政

権政党の組み合わせがめまぐるしく変化し，共

産党を除いた主要政党がそのあいだに一度は与

党を経験するという連合政権の時代を迎えてい

る。２大政党がそれぞれの政策的な理念の相違

を明確にして，政権獲得をめざすというアメリ

カ型の政党システムとは，連合政権タイプの政

治のシステムは異なっている。これは，財政再

建政策にどのような影響を与えるだろう。

　２政党システムでは，２つの政党がそれぞ

れ独自の理念をもって行動している。異なった

理念をもった政党は政権についた場合に，異

なった政策を行う。このモデルをマクロの経済

政策に適用すると，ヨーロッパ諸国での社会民

主主義政党やアメリカでの民主党は，ヨーロッ

パ諸国での保守党やアメリカでの共和党より

も，常に拡張的な政策を好み，インフレのコス

トを軽視していると主張することもできる。そ

の結果，拡張的でインフレ・コスト軽視の政策

は，所得を低所得者に再分配し，そうした政党

の支持にもつながっている。政権がより保守的

な政党に交代すると，逆の財政政策が採用され

る。その結果，政権交代による景気循環がもた

らされる。

　これに対して，連合政権では党派的な理念の

相違は明確でなくなる。どの政党も与党にいつ

なってもおかしくないので，結果として，政権

交代が生じても財政政策にそれほど変化はない。

２大政党システムと比較すると，政策がより安

定化し，政権交代が起きても政治的なバイアス
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がもたらす景気循環の規模は小さくなる。これ

は，連合政権のメリットである。

　しかし，連合政権システムにもデメリットが

ある。このシステムでは与党を構成している政

党それぞれが拒否権を持っており，それぞれの

政党の背後にある圧力団体にとって不利になる

ような政策を実施することは困難になる。その

結果，総論賛成，各論反対の行動が支配的とな

り，強力な政策を実施することは困難になる。

特に，財政赤字を削減するための増税や公共事

業，補助金の削減という政策は，実施されにく

い。財政再建が重要な課題であるとすれば，連

合政権システムではこれを実施していくのがき

わめて困難であろう。すなわち，２大政党シス

テムと比較すると，より安定な政策が採られる

一方で，強力なリーダーシップが求められる政

策（既得権まで踏み込んだ政策）は実施されに

くいという弊害も生まれる。

予算制度の透明性

　政治家は単純で明快で透明な予算を好まない

誘因がある。２つの理論的な理由が考えられる。

１つは，財政錯覚の議論である。選挙民は政府

支出の便益を過大評価し，課税のコストを過小

評価する。しかし，Ａlesina＝Ｐerotti(1995)によ

ると，財政錯覚は現実の財政赤字拡大の主要な

要因とはいえない。もう一つは，投票者の非合

理性や混乱によらないで説明するものである。

政策決定者が情報の上で戦略的な有利を持つた

めには，あえて予算制度を不透明で複雑なもの

にするという考え方である。Ｒogoff＝Ｓibert(-

1988)によると，その結果として，政治的な景気

循環が生じる。

　ところで，戦略的に予算を用いる例として

は，以下のようなことがある。

１）経済成長率を過大に推計して，税収を過大

　に見積もることで，財政赤字を過小に予想

　し，実際の財政赤字の拡大を予想外のショッ

　クのためであるとして，責任のがれをする。

２）新しい政策の効果を過大に予想する（税率

　の引き上げによる税収の過大な予想をする）

ことで，財政改革の準備を遅らせる。

３）一般会計以外の会計や予算以外の手段で，

一般会計上の数字の辻褄あわせをする。

４）基準となる線を過大に見積もることで，戦

略的に予算を使う。

５）将来への先送りによって，今年の予算の数

字を操作する。

財政再建の進め方

　財政再建の緊急性は，財政状況の余裕水準＝

経済の公債消化能力に依存している。今後どの

程度の公債が市場で発行できるだろうか。一次

的財政赤字（利払い費を除いた政府支出と税収

との差額）が小さいほど，貯蓄率が高いほど，

成長率が高いほど，そして老年世代から若年世

代への移転（遺産や贈与）が大きいほど，民間

部門の貯蓄＝公債の消化能力の拡大が期待でき

る。しかし，最近のわが国では，これらの条件

はいずれも満たされなくなってきており，完全

雇用財政赤字を削減するための制度改革の重要

性が認識されるようになった。財政赤字の削減

の方法として，基本的には政府の支出をなるべ

く抑制するか，裁量的な増税をするか２通りの

方法しかない。小さな政府のシナリオか，大き

な政府のシナリオである。

　これまでの政府支出が過大であり，その全体

的な大きさあるいはその中身を縮小させるよう

な制度改革（増税なき財政再建路線のもとで政

府支出の抑制を最優先した1980年代の財政運

営）がおおむね支持でき，かつ今後より大幅な

政府支出の削減が実現できるものであれば，大

幅な所得減税の財源として赤字公債を発行する

のも有力な選択である。長期的に政府支出が大

幅に抑制できれば，景気低迷期に支出拡大や減

税をして公債を発行することが可能となる。こ

のような考え方は，政府の守備範囲を限定的に

解釈し，民間の役割を重視する夜警国家へのシ

ナリオである。

　政権交代の最大のメリットは，既得権に対し

て見直しが効くという点であるが，ここ数年の

連立政権での予算において，既得権に対する踏
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み込みは物足りない。とくに，小さな政府を目

標とするのであれば，今や補助金としてしか機

能していない農村に対する公共事業を大幅に削

減して，都市部の再開発のための支出に振り返

ることや，公的年金の役割を縮小する方向で給

付水準を実質的に削減することなどは，今後の

重要な検討課題である。

　しかし，高齢化社会をひかえて社会保障面で

の政府の役割をより重視するか，あるいは貯蓄

率の高い今のうちに公共投資の拡大がより必要

であると考えれば，より積極的な移転支出，政

府支出が必要となる。こうしたケースで，その

財源として公債を発行すると，公債残高の累増

が生じてしまう。この場合は，所得減税をする

にしても，恒久的な財源確保政策，たとえば，

消費税の税率の引き上げが有力な選択であろう。

こうした考え方は，政府が国民生活の必要とさ

れるサービスを積極的に提供すべきであるとす

る「福祉国家」へのシナリオである。

策が決定されると，将来世代に大きなデメリッ

トを与える。特に，高齢・少子化が進展し，老

年世代ほど投票の機会費用が小さくて，選挙に

行きやすいことを考えると，現在の老人世代や

団塊の世代の利益を反映した政策が採用されや

すくなるであろう。親が子孫（あるいは，その

逆）に対する利他的な行動は，そうした世代間

での政策的な効果を相殺する行為であり，これ

がうまく働けば，ある意味では，世代間の問題

を考える必要もないし，公債発行を拡大して

も，財政が破綻することもない。しかし，これ

は放っておいても，自然環境は悪化しないの

で，政府は何ら環境対策をしなくてもいいの同

じ程度に，楽観的な議論であろう。このような

民間の人々の将来を考慮する知恵はある程度は

有効であるが，実際にはかなり不完全にしか働

かない。したがって，民間のそうした活動を補

整するような将来世代の便益をきちんと考慮し

た政府の行動が求められる。

財政赤字への誘因

　政府支出は，それぞれ何らかの便益を国民の

誰かにもたらすものであり，他の条件が一定で

あれば，その拡大は常に望ましい。しかし，同

時に税負担は誰かの負担であるから，他の条件

が一定であれば増税は望ましくなく，減税は常

に望ましい。歳出の決定と歳入の決定が分離さ

れており，政府の供給するサービスに関して，

受益者負担の原則が成立していない現状では，

国民一人一人にとっても，歳出の拡大と税負担

の減少という誘惑は常に大きい。その結果が，

財政赤字の拡大である。では，財政赤字はどの

ような意味で国民全体にとってコストなのか。

あるいは，どのような経済的な問題点があるの

だろうか。

　公債や年金は，自然環境と同じく，現在世代

の行動が将来世代の生活環境，経済環境に大き

な影響を与えるものである。それらはいずれも

ストック変数であり，短期的には変更が効か

ず，長期的に大きな影響を与える。ともすれ

ば，現在世代の短期的な利益を優先して財政政

分析の課題と問題点

　これまで，この分野での先行研究を中心とし

て，予算編成上の問題点を整理してきた。予算

編成に関する以上の議論では，予算の大きさや

配分には関心があったが，財政赤字の大きさに

ついてはあまりまともに分析されてこなかった。

静学的な枠組みでの分析であり，将来世代に対

する便益をきちんと考慮した分析や，財政赤字

による公債残高の累積のもたらす動学的な影響

に関する分析には向いていない。財政赤字を動

学的な枠組みで分析する試みもないわけではな

いが，あまりきちんとした理論的分析は蓄積さ

れていない。さらに，議会での予算の審議過程

の分析には有益であるが，政府内でどのように

予算が編成されるのかについては，あまり理論

的な議論が行われていない。

　これらの点を分析するのが，本論文の後半の

理論モデルの課題である。
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表１

Ⅳ．既得権益と財政再建

利益団体と財政再建のメリット

　前節までの議論では，官僚，政党，議会およ

び選挙を通じて反映される国民の選好などが予

算の決定プロセスに対してどのように影響し

て，財政赤字を生みだすかを述べてきたが，本

節では，これら官僚，政党，議会の背後にある

圧力団体や利益団体（たとえば，業界団体，労

働組合，農業団体，弁護士や医師会などの職業

団体，公益団体など）による既得権益を確保し

ようとする行動と財政赤字の関係を考察する。

特に，これらの利益団体が補助金や税制の優遇

措置などの既得権益の廃止や整理縮小に対して

強く抵抗することが，予算配分を硬直化させて

財政赤字を招く主要な原因の一つあることは周

知の事実である。したがって，これらの利益団

体が保持している既得権益をいかに放棄させる

かが，財政再建を成功させるための鍵になると

思われる。

　わが国におけるそのような既得権益の具体的

な例として，たとえば，特殊法人などの公益団

体への補助金，農業や水産業，零細な中小の商

店などの競争力の弱い産業や業種などへの補助

金や税制上の優遇措置などがある。さらに，経

済成長の恩恵をあまり受けてこなかった地域へ

の公共事業や補助金などの重点的配分なども，

特定地域が享受する既得権益の例である。ま

た，既得権益を享受している利益団体はロビー

活動やキャンペーン活動，あるいは官僚や国会

議員へ直接働きかけることによって，自らの既

得権益の廃止や削減につながるような予算の削
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減に対して反対する。与党議員の中には，特定

業界の利益を反映した族議員が数多くいて，そ

れぞれの利益団体の既得権益の擁護や拡大に彼

らの政治力を行使している。また，官僚が政府

機関の統廃合に反対する理由の一つは，省庁の

統廃合の結果，許認可権や予算が削られ，関係

する業界への天下り先（既得権益）の確保が困

難になるからである。

　しかし，これらの既得権益を手放すことが必

ずしも，利益団体にとって常に一方的な損失ば

かりとは言えない。利益団体が既得権益を手放

して，財政再建に協力すれば，公債残高が相対

的に減少する。その結果，公債の利払いに使わ

れていた財源が，社会福祉サービス支出や産業

や生活基盤投資などに支出されれば，広く国民

全体の厚生の増大に寄与することになる。も

し，利益団体のメンバーが他の国民全体（ある

いは，他の利益団体）に対して利他的な感情を

持っていれば，彼らの厚生も増加することにな

る。また，利益団体のメンバーも国民の一員で

もあるので，これらの支出の増加は彼ら自身に

も便益をもたらす。

　さらに，このような利益団体の利他的感情や

利益団体に対する直接的な利益を前提にしなく

ても，財政再建に協力することは，利益団体に

とって次のようなメリットがあると考えられる。

第１に，もし財政再建の不成功により財政破綻

が起きて，国全体の経済が混乱したり，あるい

は崩壊するような事態になれば，将来の既得権

益の存続自体が危うくなる。第２に，利益団体

が多少の既得権益を早い時点で手放せば，彼ら

の既得権益に向けられた国民からの批判を緩和

するのにも役立つ。もし，このような国民の厳

しい批判を放置して，ひたすら自らの権益の確

保のみを追求すれば，国民の不満は非常に大き

なものになり，急進的な財政改革を招く可能性

がある。このような事態が生じれば，利益団体

は既得権益の大部分を失うことになるかもしれ

ない。したがって，このような急進的な財政改

革を避けるためには，利益団体はある程度の既

得権益を事前に手放す必要がある。そして，短

期的には多少の既得権益を犠牲にしても，長期

間にわたり既得権益の大部分を保持することが

できれば，彼らの利益や効用に対してネットで

プラスの効果をもたらすものと期待される。

　したがって，利益団体がどれだけのネットの

税負担（税金マイナス補助金）を自発的に応じ

るかは，自発的に既得権益を放棄して財政再建

に協力することから得られる限界利益が，税負

担による限界費用に等しくなるところで決まる

と考えられる。既得権益をあきらめることによ

る限界利益は，増税に応じることで，公債の残

高が減少して，公共サービスヘの支出に使える

財源が増加することである。その結果，一般的

な公共サービス支出が増加すれば，各利益団体

は上で述べたような便益を享受することができ

る。一方，税負担による限界費用とは，税負担

の増加によって，利益団体の可処分所得が減少

して，自らの私的消費が減少することである。

この場合の私的消費とは，文字どうりの消費ば

かりではなく，既得権益がもたらす様々な便益

を金銭的に評価したものとみなすことができる。

　しかし，たとえ，既得権益を手放すことによ

る利益が存在しても，すべての利益団体が同時

かつ即座に既得権益を手放すことが，常に各利

益団体とってプラスの利益になるとは限らない。

なぜなら，各利益団体は自らが多くの譲歩を行

わなくても，他の利益団体が先により多く譲歩

してくれれば，すなわち，他の利益団体がより

多くの既得権益の整理縮小や増税を先に受け入

れてくれれば，自らの負担，すなわち，自らの

既得権益の損失を少なくすることができる一

方，財政再建のメリットを享受することができ

る。なぜなら，上で述べたような財政再建に

よって生じる便益の多くが外部性を持っている

からである。その結果，費用を負担しなくても

財政再建からの便益の享受から排除されないの

で，各利益団体には，なるべく自らの自発的な

税負担を減らして，ただ乗りしょうとするイン

センティブが常に働くと考えられる。

　したがって，各利益団体のフリーライダーに

なろうとするインセンティブが強く，政府が強
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1) Ａlesina and Ｄrazen(1990)はＷeingast et.al.(1981)のモデルを拡張して，財政再建の動学プロセスを消耗戦ゲー

　ムを使って分析した。彼らのモデルは，財政再建の遅れよって各利益団体が被るコスト（waiting costs)が不

　確実であるような状況下で，財政再建に関する交渉が行われていると想定した。そして，このような不確実な

　要因が存在するとき，どちらか一方の利益団体が大幅に財政再建に対して譲歩することによって，財政再建

　が実現されることを示した。しかし，財政再建のための交渉は一般的に長期間におよぶので，交渉プロセスあ

　るいはその他の手段等によって，各利益団体とも最終的には交渉相手に関する多くの情報は獲得することに

　なる。このように考えると，いずれかの利益団体が，waiting costsの不確実性のために，財政再建に対して

　協力的な譲歩を遅かれ早かれ行わざるを得ないとする主張はあまり説得的ではない。

い政治力を持っていない経済では，財政再建は

大幅に遅れることになる。また，そのような状

況下では，各利益団体の財政再建への自発的な

協力を待つほかないが，彼らの行動は，自らの

利益団体が財政再建から得られる便益の大きさ

に加えて，他の利益団体が異時点間にわたり財

政再建に対してどのような行動をとるか（ある

いはその予想）に大きく影響されることになる。

言い換えると，各利益団体にとって，どれだけ

財政再建に協力するか，すなわち，どれだけの

税負担に自発的に応じるかという量的な決定に

加えて，いつ税負担を受け入れるかというタイ

ミングの決定も重要になる。その結果，各利益

団体は，他のすべての利益団体をライバル・プ

レーヤーとして異時点間にわたる非協力ゲーム

に直面することになる。１）

非協力ゲームとしての財政再建

　そのような異時点間にわたる非協力ゲームを

分析するために，われわれは微分ゲームの手法

を用いる。微分ゲームにおいてナッシュ均衡を

求める場合，戦略を決定するときに用いられる

情報の制約に応じて，開ループ戦略とフィード

バック戦略の２つに分けて分析される。開ルー

プ戦略が用いられる場合，各プレーヤーは最適

戦略を決めるときに初期状態の情報のみを利用

する。したがって，この戦略のもとでは，初期

値以外の過去の各時点での決定および現在時点

での状態が現在時点の決定に影響を与えること

はない。他方，フィードバック戦略が用いられ

る場合，各時点での状態についての情報が利用

される。常に，各時点で得られる新しい情報が

利用されるため，各時点で新しい最適戦略が選

ばれる。

　また，開ループ戦略とフィードバック戦略と

の違いを，ある時点で選ばれた戦略に対して拘

束性（commitment）があるか否かによって区別

することもできる。すなわち，開ループ戦略の

場合，計画の初期時点で決められた最適戦略

が，その後の状況が変わっても，あるいはどの

ような新しい情報が得られても，何らかの理由

により計画期間全体にわたづて変更ができない

ケースであると考えることもできる。逆に，

フィードバック戦略の場合は，各時点での状態

に関する新しい情報を入手しながら，最適戦略

をより適切なものに更新することができるの

で，このような拘束性はない。いずれにしろ，

フィードバック戦略は、過去の時点での決定に

関する情報は開ループ戦略と同様に利用できな

いが，現時点での状態についての情報を利用で

きる点で開ループ戦略よりも現実的な戦略であ

ると言える。

　われわれのモデルにおいては，財政再建の進

捗状況を示す公債の残高あるいは公共サービス

の支出水準が各時点での状態についての情報に

なる。各利益団体がどのような戦略を採用する

かに応じて，２つの異なるナッシュ均衡が得ら

れる。開ループ戦略のもとで得られるナッシュ

均衡は開ループ・ナッシュ均衡と呼ばれる。開

ループ・ナッシュ均衡では，各利益団体が選択

する自発的なネットの税負担に関する最適戦略

は，公共サービス支出の初期水準（あるいは，

公債の初期残高）および時間のみに依存する。

他方，各利益団体がフィードバック戦略を採用

する場合，任意の時点から始まるすべての部分

ゲーム（subgame）においてナッシュ均衡である
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ような均衡解が選ばれる。これはフィードバッ

ク・ナッシュ均衡（あるいは部分ゲーム完全均

衡）と呼ばれ，均衡戦略は各時点で実現する公

共サービスの支出水準に依存することになる。

　財政再建の文脈においてこれらのナッシュ均

衡を解釈するとき，通常の非協力ゲームのよう

にプレヤー（すなわち，利益団体）間の交渉や

話し合いが全く行われていない状況で生じる均

衡と考えるのは必ずしも適切であるとは言えな

い。むしろ話し合いが行われた結果得られた合

意内容を，その後のいかなる時点でも変更でき

ない場合（開ループ・ナッシュ均衡解に対応す

る）と，いかなる時点おいても，状況の変化に

応じて，各利益団体にとって最も望ましいもの

に変更することができる場合（フィードバック

・ナッシュ均衡解に対応する）の２つのケース

があると考えられる。特に，フィードバック・

ナッシュ均衡解は，初期時点での話し合いの結

果得られた合意内容が，自己強制的（self-enfor-

cing)であるようなものとして解釈することも

できる。

　政府が強い政治力をもって財政再建を進める

ことができる場合，パレート最適な財政再建経

路を実現できる。パレート最適な財政再建経路

を実現するためには，すべての利益団体におよ

ぼす公共サービスの正の外部性を考慮する必要

があるので，すべての利益団体の限界利益の合

計と財政再建の限界費用を一致させなければな

らない。したがって，公共サービスの外部性を

享受できる利益団体の数が大きくなるほど，望

ましい公共サービス支出の水準は増加しなけれ

ばならない。また，将来消費に対する時間選好

率が増加すると，各利益団体は公共サービスが

もたらす将来効用をより低く評価することにな

るので，各利益団体のネットの税負担を減少さ

せて，現在の私的消費を増やした方が経済全体

の厚生は増加する。その結果，公共サービスの

支出水準は低下するが，政府の歳出水準を一定

に維持する限り，公債残高は増加する。他方，

公債の利子率の増加は，公債発行のための費用

の増加を意味するので，公債残高を削減して，

公共サービスヘの支出を増加させた方が経済全

体の厚生は増加する。

　次に，開ループ・ナッシュ均衡もとでは，各

利益団体がネットの税負担を決定する時，自ら

の効用のみを最大化する結果，公共サービスの

増加がもたらす他の利益団体の便益に対する正

の外部効果が無視されるので，公共サービス支

出の増加がもたらす便益の増加が過小に評価さ

れる。その結果，開ループ・ナッシュ均衡解で

実現する公共サービスの支出水準および公債残

高をパレート最適解のそれらに比べると，前者

は小さくなり，後者は大きくなる。時間選好率

および利子率の公共サービス支出に対する効果

は，パレート最適解の場合と同じである。他

方，利益団体の数が増加すると，利益団体一つ

あたりの税負担は減少するが，公共サービスの

定常水準は増加する。

　フィードバック戦略が利用可能な時，利益団

体は時々刻々と利用可能となる新しい情報をも

とに最適戦略を変えていく。われわれのモデル

では，フィードバック戦略を線形のフィード

バック戦略および非線形のフィードバック戦略

の2種類に分けて分析する。線形のフィード

バック戦略は非線形のフィードバック戦略の特

殊ケースであるので，分析的に容易であるとい

う点を除けば，特別視する理由はない。しか

し，線形のフィードバック戦略は分析の容易さ

のために，利益団体の最適戦略に関する数多く

の定性的な情報を引き出すことが可能である。

各利益団体が線形のフィードバック戦略を採用

している時公共サービス支出の定常水準は開

ループ・ナッシュ均衡のそれより小さくなる。

線形のフィードバック戦略が使われる場合，た

だ乗りしようとするインセンティブが各利益団

体に強く働くのは，各利益団体は公共サービス

の便益の外部性を無視していることに加えて，

戦略的外部性［Ｆershtman　and　Ｎitzan(1991)］

が存在することによる。

　戦略的外部性とは次のように説明できる。仮

に，ある時点で利益団体の１つが突然，自らの

ネットの税負担分を増加させたとしよう。その
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モデル分析の政策的含意

　財政再建の開始時点における各利益団体間の

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

結果，実現される公共サービスの支出水準は，

他の利益団体が事前に予想した以上の水準にな

る。フィードバック戦略のもとでは，他の利益

団体は観察された公共サービスの支出水準をあ

らたな初期値として，最適化問題をもう一度解

きなおして，新しい最適戦略を選択する。この

結果，増加した公共サービス支出を観察した利

益団体は，現時点での自発的な税負担を減らそ

うとするインセンティブが働く。あるプレー

ヤーの積極的な行動を他のプレーヤーが打ち消

すように行動するような関係は，戦略的代替性

（strategic substitutes）と呼ばれる。このような

戦略的代替性が存在するため，フィードバック

・ナッシュ均衡解で実現される公共サービス支

出の定常水準は，開ループ・ナッシュ均衡解で

実現されるそれよりもさらに低水準なものにな

る。その結果，政府の歳出が一定に維持される

限り，公債残高はより高水準になる。したがっ

て，各利益団体が線形フィードバック戦略を採

用するとき，開ループ・ナッシュ均衡解に比べ

て，各利益団体のただ乗り傾向はいっそう強ま

り，財政再建はいっそう困難なものになる。

　他方，非線形フィードバック戦略が用いられ

るとき，無限個のフィードバック・ナッシュ均

衡が存在する。さらに，定常均衡が局所的に安

定である非線形戦略に限定しても，フィード

バック・ナッシュ均衡は無数個存在する。した

がって，非線形フィードバック戦略が利用可能

な場合，線形フィードバック戦略よりもただ乗

りのインセンティブが強い戦略も弱い戦略も存

在するので，実現される公共サービス支出およ

び公債残高の定常水準も線形フィードバツク戦

略のそれらより大きくなったり，小さくなった

りする。しかし，最もただ乗りのインセンティ

ブが弱い非線形フィードバック戦略が採用され

た場合でも，実現される公共サービスおよび公

債残高の定常水準は開ループ・ナッシュ均衡解

のそれに一致することが示される。

何らかの協調（coordation）があれば，線形

フィードバック戦略よりもパレートの意味にお

いて優れた非線形フィードバック戦略が初期時

点で選ばれるか，あるいは合意される可能性が

ある。しかし，残念ながら，非協力ゲーム的な

状況において，計画の初期時点でこのような協

調が起きる保証はない。したがって，各利益団

体の自由な行動に任せる限り，各利益団体が

フィードバック戦略を選択する時，どのような

財政再建経路が実現するかは全く不確実である。

すなわち，財政再建がどの程度達成されるかは

事前に予測できない。線形フィードバック戦略

よりも，ただ乗り傾向の強い最適戦略が選ばれ

て，財政再建が不成功に終わる可能性もある。

　そのような事態を避けるためには，各利益団

体の戦略集合を開ループ戦略集合に限定する政

策が考えられる。そうすれば，各利益団体に対

して，財政再建が始まる初期時点で一度合意さ

れた財政再建プランは，財政再建の途中におい

て計画の変更を認めないような何らかの拘束性

あるcommitmentが課されることになる。その

ようなcommitmentがあれば，パレート最適財

政再建経路は実現できないとしても，ある程度

の財政再建を確実に達成できる。そのような拘

束性あるcommitmentを実効力あるものにする

ためには，将来時点での財政再建プランの変更

の余地を一切認めないか，あるいは変更する際

にはきわめて厳しい条件を付けるような法律

（たとえば憲法）や数値目標の設定などが有力

な政策手段であると考えられる。

　われわれのモデルから，さらに次のような政

策的なインプリケーションも得られる。各利益

団体がいずれの戦略を採用しても，公債の利子

率が高いとき，あるいは将来の効用の割引率が

低いとき（すなわち，利益団体が将来の効用を

重視するとき），長期での低水準の公債残高と

高水準の公共サービス支出が実現する。これ

は，高い利子率は公債を発行するためのコスト

の増加をもたらし，利益団体が将来の効用を重

視することは公共サービスから得られる将来効

用を高く評価するからである。また，利益団体
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の数が大きくなると，利益団体一つあたりの

ネットの税負担は減少するが，公共サービスの

支出水準自体は増加する。これらのいずれかの

条件があてはまる経済では，各利益団体の自主

的な財政再建への協力に任せておいても，財政

再建がある程度達成されることが予想される。

　以下では，これらの主張を数学モデルを用い

て，厳密に論証する。

モデルの構造

　多数の利益団体からなる経済を考える。各利

益団体 i の選好は次のような即時的効用関数で
表せると仮定する。

いないという利益団体の選好も反映している。

したがって，利益団体の選好が（１）のような

形で与えられる限り，瞬時に財政再建を行うこ

とは利益団体に大きな（効用タームで計った）

コストを伴うので，財政再建は必然的に異時点

間にわたるプロセスにならざるを得ない。

　各利益団体の各時点のフローの予算制約式は

次のような式で与えられる。

　ただし， iY は利益団体 i の所得を表す。利益
団体は毎時点受け取るフロー所得 iY を自らの

私的消費 ic と自発的な税負担 ig に支出する。

iY は既得権益から生じる様々な利得を表すと考
えられる、また， iY は時間を通じて一定である
と仮定する。これは強い仮定であるが，財政再

建が問題となるような経済ではある程度正当化

できると考えられる。なぜなら，このような経

済では，一般的に経済成長率は低いかもしくは

ゼロに近いことが予想されるので，一人当たり

の国民所得あるいは各利益団体の所得を一定と

することは，現実への第一近似として許される

仮定であると思われる２）。 ig は税の追加的負担
（増税や税の優遇措置等の廃止）プラス補助金

（特定の利益団体が便益を受けるような公共事

業への支出も補助金に含める）の削減額を表す。

より正確には， ig は利益団体 i が支払う税金か
ら利益団体 i が受け取る補助金などを差し引い
たネットの税金支払いとして定義される。した

がって， ig の増加は，利益団体 iがより多くの税
金を負担したり，あるいはより多くの補助金や

公共事業支出のカットを自発的に受け入れるこ

とを意味する。

　即時的効用関数（１）から，無限期間の視野

をもつ各利益団体の異時点間効用関数は，次の

ような時間について加法的に分離可能な効用関

　ただし, ic は利益団体 iの私的な消費，Ｇは公
共サービスヘの支出（社会福祉サービス支出や

便益が国民全般におよぶ公共財への支出など）

を表す。係数 iα ， i
jβ および（ i ＝1,2…, h お

よびj＝1,2）はすべて正であると仮定する。分

析の簡単化のため，効用関数に対して次のよう

な仮定をおく。第一に，利益団体の私的な消費

と公共サービス支出から得られる効用に関して

分離形の効用関数を仮定する。分離形の効用関

数を仮定することは，両方への支出が正常財で

あることを意味する。第２に，公共サービス支

出は純粋公共財のようにすべての利益団体の効

用関数に共通に入る。第３に，動学分析，特

に，最適戦略もしくは最適経路を明示的に導出

するために，２次形式の効用関数を仮定する。

しかし，分離形の仮定より，ｃとのＧの積の項は

存在しない。また,ｃおよびＧに関する２次の

項の係数がマイナスになっているのは，それぞ

れの支出に対する限界効用逓減を意味している

だけでなく，急激なｃおよびＧの変化を望んで

２）ある一定の有限期間であれば，利益団体の所得が一定と仮定することはゆるされるが，われわれのモデルに
　おけるように，各利益団体の計画期間が無限期間にわたる場合，やはり,強すぎる仮定であると思われる。し
　かし，各利益団体の所得が一定の率で成長しているようなケースヘのモデルの拡張は困難ではない。
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数で与えられると仮定する。

ただし，ρ(＞0)は時間通じて一定な時間選好率

である。また，各利益団体の時間割引率は共通

であると仮定する。

　公共サービスヘの支出は次のような式で与え

られる。

　財政再建を実現するためには（あるいは公債

残高を減らすためには），各利益団体が享受し

ている既得権益を自発的に手放す必要がある。

しかし，既得権益を失うことは利益団体の可処

分所得の減少を意味するので，私的消費が減少

して，その結果，各利益団体の厚生が低下する

ことが予想される。しかし，他方で，既得権益

を自発的にあきらめることは，「利益団体と財

政再建のメリット」のところで述べたように，

利益団体にとって無視できない有形無形の利益

があると考えられる。

パレート最適な財政再建経路

　まず，最初に財政再建のためのパレート最適

な時間経路を導出する。パレート最適な時間経

路は，次節以降に導出される非協力ゲーム的な

状況下での均衡経路と比較するための参考経路

として役に立つばかりではなく，政府が強い指

導力をもつ場合や各利益団体が非常に協力的な

ケースでは実際に実現する可能性がある。

　（２）を（１）に代入して，整理すると，瞬

時的効用関数（１）は次のように変形できる。

ただし，Ｂは公債の発行残高，Ｇ＊は一定水準の

一般会計歳出額，ｒは利子率を表す。分析を簡

単化するために，小国の仮定を採用する。した

がって，ｒは外国の債券市場の利子率に一致

し，かつ，外生的に与件である。財政再建に直

面している多くの国々では，政府支出を現状以

上には増加させないために，一般にゼロ・シー

リングを設定している。したがって，政府の歳

出水準は時間を通じてＧ＊に固定されていると

仮定する。その結果，（４）からすぐにわかるよ

うに，公共サービスの支出水準を増加させるた

めには，公債への利払いを削減しなければなら

ない。しかし，利子率ｒも一定なので，公債の発

行残高そのものを削減する必要がある。

　公債残高は次のような蓄積方程式に従って，

時間を通じて変化する。

を，（６）およびＧ(0)＝Ｇ0のもとで，最大化しな

ければならない。ただし，Ｇ0は財政再建が始ま

る初期時点における（あるいは公債の初期残高

に対応する）公共サービスの支出水準を表す。

ところで，政府の目的関数（８）において各利

この式は，歳出の合計額（すなわち，公共サー

ビスヘの支出および公債への利払いの和）が各

利益団体が支払うネットの税金支払いの合計額

を超過するとき，その超過額がその年度の財政

赤字（すなわち，一次的財政赤字）となるの

で，それを埋めあわせるために，公債が発行さ

れることを表している。（４）を時間変数ｔで微

分して，（５）を代入すると，

を得る。

ただし,　
2

2
~

i

i
l

i
i
l

ii YY
γβαα −+≡ および i

l
i
l ββ −≡~

＜０γ＋ i
i
1Y 　である。 i

lβ~ が負になるのは，消費に
関する限界効用が正であるという通常の仮定に
よる。

　パレート最適な財政再建経路を得るために

は，政府(財政当局)は目的関数
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益団体の異時点間効用関数に対してどのような

ウエイトをつけるかは，一般に価値判断を伴う

難しい問題である。以下では，そのような価値

判断を避けるために，かつ，後に，各利益団体

が同一の選好および所得を持っていると仮定す

るので，これらのウエイトを等しくおいて，各

利益団体を平等に扱うことが最も自然な設定で

あると思われる。

　この計画問題を解くためにＨamiltonian関数

アプローチを適用すれば，次のような一階条件

が得られる。

(13)の左辺は，公共サービス支出の１単位の増

加がすべての利益団体にもたらす便益の増分を

表し，(13)の右辺は公共サービス支出を１単位

増加するための限界費用を表す。したがって，

この式は公共サービスの最適供給のためのサム

エルソン条件に相当する。(13)の右辺は定数な

ので，公共サービスのメリットを享受する利益

団体の数（すなわち， n）が多いほど，実現され
る公共サービス支出の水準は大きくなる。した

がって，この場合には，公債残高をより大きく

削減して，公共サービスの支出水準を増加させ

る方が，経済全体すなわちすべての利益団体の

厚生は増加する。また，将来消費に対する時間

選好率（すなわち，ρ）が増加すると，各利益

団体はＧがもたらす将来効用をより低く評価す

ることになるので，各利益団体のネットの税負

担を減少させて，現在の私的消費を増やした方

が経済全体の厚生は増加する。その結果，公共

サービスの支出水準は低下するが，政府の歳出

水準（すなわち，Ｇ＊）を一定に維持する限り，

（4）より公債残高は増加する。他方，公債の

利子率（すなわち，ｒ）の増加は，公債発行のた

めの費用の増加を意味するので，公債残高を削

減して，公共サービスヘの支出を増加させた方

が経済全体の厚生は増加する。

　以下では，問題をより簡単化するために，す

べての利益団体の効用関数および所得は同じで

あると仮定する。（9a）より，

となるので，この式を（10）に代入して,整理す

ると，

となる。（9b）は，定常均衡では，

を得る。ただし，

である。

利益団体が開ループ戦略を採用するケース

　開ループ・ナッシュ均衡解を求めるために，

利益団体 iはＧ(0)およびｇj(0)( j≠ iおよび j＝
1,2,…, n）を与件として，（6）の制約条件のも
とで（3）を最大にするような最適戦略を選ぶ。

Ｈamiltonian関数アプローチを適用すれば，一

階条件は

他方，（9b）の定常均衡の条件（すなわち，0

＝ρμ－ nＵＧ）と（9a）より，定常均衡ではＧ

とｃの間には次のような限界代替率に関する条

件が成立する。



財政再建の理論的分析

- 19 -

となる。

　最適政策関数(12)を求めた場合と同じ手続き

を適用することによって，定常均衡における最

適政策関数

である。したがって，各利益団体が将来の効用

をより重視するか，あるいは，利子率が高くな

るほど，財政再建の協力も得やすくなり，各利

益団体は既得権益の放棄を進んで行うようにな

る。その結果，より大きな公共サービスの支出

水準とより低い水準の公債残高が実現される。

また，利益団体の数が増加すると，利益団体一

つあたりの税負担は減少する（（６）の定常条

件 ng ＝Ｇ＊により）。各利益団体の所得は一定な

ので，税負担の減少分は私的消費に振り向けら

れる。その結果，消費の限界効用が減少するの

で，(16)の等号を満足するためには，公共サー

ビスの支出水準が増加しなければならない。

利益団体が線形フィードバック戦略を採用する

ケース

　次に，各利益団体が線形フィードバック戦略

を採用すると仮定する。フィードバック・ナッ

シュ均衡解を求めるために，動的計画法

(dynamic　progamming)を用いる。最適値関数

Ｖ(Ｇ)（optimal　value　function)を用いると，

フィードバック・ナッシュ均衡解は，次のよう

なＨamiltonian-Ｊacobi-Ｂellman方程式

が得られる。ただし，
ργ

β
＋

γ
β

κ

～

０
１

r

1

2

1

1≡ および

＜０
ργ

γ
－κ

r

1

20
2 ≡ である。

　また，定常均衡においてｃとＧの間の限界代
替率に関する条件は次のような式で表せる。

（6）の定常均衡条件と（2）より各利益団体

の私的な消費水準はパレート最適解のそれと同

じあることがわかる。また，(16)と(13)を比べ

て，パレート最適解における公共サービスの支

出水準の方が大きいことがわかる。これは，各

利益団体がネットの税負担を決定するとき，開

ループ・ナッシュ均衡のもとでは，自らの効用

のみを最大化するため，公共サービスの増加が

もたらす他の利益団体への正の外部性が無視さ

れるからである。その結果，公共サービス支出

の便益が過小に評価されて，公共サービスの支

出水準はパレート最適解のそれに比べて小さく

なる。静学的（あるいはone-shoot）なナッシュ

均衡においても公共財の自発的供給量がパレー

ト最適水準より小さくなることが知られている

が[Ｂergstrom　et　al.(1986)]，両者の結果が一致

するのは，単なる偶然ではなく，開ループ・

ナッシュ均衡は静学的なナッシュ均衡の動学版

に他ならないからである。

　時間選好率および利子率の公共サービス支出

に対する効果は，パレート最適解の場合と同じ

を満足する政策関数 ig で与えられる。(17)の右
辺は ig に関して凹関数なので， ig に関して最大
値が存在する。そのような ig は,

で与えられる。線形フィードバック戦略（すな

わち， ig (Ｇ)はＧに関して線形な関数）を得るた
めに，最適値関数Ｖ(Ｇ)が２次形式の関数である

と仮定する。すなわち，
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であることが証明できる。(21)と(16)を比べる

と，フィードバック・ナッシュ均衡における公

共サービス支出の定常水準は，開ループ・ナッ

シュ均衡のそれより小さくなることがわかる。

すなわち，線形フィードバック戦略が利用可能

な場合，各利益団体のただ乗りしようとするイ

ンセンティブが，開ループ戦略のケースより強

く働くことを意味している。これは，線形

このように，線形フィードバック戦略よって実

現されるフィードバック・ナッシュ均衡のもと

では，開ループ・ナッシュ均衡のときよりも各

利益団体のただ乗り傾向が強くなるので，３つ

のケースの中では財政再建が最も不成功に終わ

り，経済全体の厚生も低くなる。

さらに，定常均衡では各ケースにおける私的消

費が c
−

に等しいので,それぞれの解から得られ

る利益団体の効用水準の間にも次のような大小

関係が得られる。

である。

　他方，他の解で得られた公共サービス支出の

定常水準と比較するために，定常均衡における

私的消費と公共サービスの間の限界代替率に関

する条件を導出する。Ｉhori and Itaya(1997)の付

録３に示されるように，

フィードバック戦略が最適戦略として選ばれる

と，公共サービスの便益の外部性が無視される

ことに加えて，Ｆershtman　and　Ｎitzan(1991)の

動学的自発的供給モデルにおいて強調されたよ

うな戦略的外部性（詳しい説明は，「非協力

ゲームとしての財政再建」のところを見よ）が

存在することによる。しかし，非線形フィード

バック戦略のところで示されるように，このよ

うな強い戦略的代替性が生まれるのは，フィー

ドバック戦略自体の性質に加えて，利用可能な

戦略集合を線形戦略に限定したためである。

　また，いずれの解においても，定常均衡では

ng ＝Ｇ＊が成立しているので，定常均衡におけ

るｇの値は同じになる。したがって，定常均衡

で実現されるＧの値が異なるのは，（４）より，

定常均衡での公債残高の値が異なることによる。

他方，各利益団体のフローの予算制約式（２）

より，ｃの値も同じになる。これらのことか

ら，パレート最適解，開ループ・ナッシュ均衡

解およびフィードバック・ナッシュ均衡解で得

られたｃおよびＧの定常水準のペアをプロット

すると，図１に描かれたような垂直線になる。

この図からすぐにわかるように，定常均衡で実

現する公共サービスの支出水準の間には次のよ

うな大小関係がある。

と仮定する。ただし，θ0，θ1およびθ2は未

定係数である。(18)および(19)を(17)に代入し

て，両辺の係数を比較することによって，未定

係数であるθ0，θ1およびθ2を決定すること

ができる（詳しくは付録２を見よ）。このよう

にして決まった係数を(18)および(19)に代入す

ることによって，次のような最適政策関数を得

る。

ただし,
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を得る。Ｔutui　and　Ｍino(1991)の手順に従う

と，最終的に

である。フィードバック・ナッシュ均衡解は，

(24)を満足する最適政策関数g(Ｇ)として与えら

れる。ただし，線形の最適政策関数(20)とは異

なり，ここで得られるg(Ｇ)は一般的にＧに関し

て非線形になる。さらに，Ｋは任意の定数なの

この式をＨamiltonian-Ｊacobi-Ｂellman方程式

(17)に代入すると，

が得られる（詳しい導出過程については付録３

を見よ）。ただし，Ｋは任意の積分定数

利益団体が非線形フィードバック戦略を採用す

るケース

　線形のフィードバック戦略が唯一の微分可能

なフィードバック戦略ではない。ここでは，戦

略集合の制約を少しゆるめて，フィードバック

・ナッシュ均衡を構成する微分可能な非線形

フィードバック戦略を見つける。このような非

線形のフィードバック戦略を導出するために，

最適値関数Ｖ(Ｇ)が２次形式であると仮定する

代わりに，Ｔutui　and　Ｍino(1991)に従って，最

適値関数Ｖ(Ｇ)を直接扱う。そのために，(18)を

次のように変形する。

図１　公共サービス支出の定常水準
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で，与えられたＫの値に依存して，g(Ｇ)に関し

て非可算無限個の関数の集合が得られる。すな

わち，(24)から得られる最適政策関数g(Ｇ)に

よって構成されるフィードバック・ナッシュ均

衡が，非可算無限個存在することになる。この

ことをグラフ的に表現したものが，図２である。

フィードバック・ナッシュ均衡戦略g(Ｇ)は，図

２において描かれたような双曲線の集合と次の

ような２つの直線（Ｋ＝０の特異解に対応する）

によって与えられる。

となる。これを，定常均衡の近傍で，線形近似

して，次のような局所的な安定条件を得る（付

録４をみよ）。

ただし，この微係数は(26)の定常均衡における

公共サービスの支出水準（ ∞G と表す）で評価さ

れている。この条件は，次のように書きかえら

れる。

また，（25b）は，線形フィードバック戦略の最

適政策関数（20）と一致することも示すことがで

きる。

　他方，図２中のＳＳ線は定常均衡（すなわ

ち，ng ＝Ｇ＊)でのＧとｇの組み合わせを与える。

図２で示されるように，ＳＳ曲線は直線gａおよ

びg b交点の上の領域を通る直線として描かれ

る。フィードバック・ナッシュ均衡における定

常均衡はＳＳ線とそれを横断する積分曲線の交

点で与えられる。最適政策関数g(Ｇ)を表す積分

曲線は，直線(25a)および(25b)で分けられる４

つのそれぞれ領域に連続体(continuum)の濃度

を持つ双曲線の集合として存在しているので，

ＳＳ線とこれらの積分曲線の交点，すなわち，定

常均衡の集合も連続体になることがわかる。３）

　(24)で与えられる最適政策関数g(Ｇ)をＧの動

学方程式（６）に代入すると，

他方，(15)を（６）の定常条件（すなわち，

ng ＝Ｇ＊）に代入すると，開ループ・ナッシュ均

衡での公共サービス支出の定常水準は，

と表すことができる。(28)と(29)の右辺を比較

すると，両者が等しいことがわかる。したがっ

て，非線形フィードバック戦略が利用可能であ

るとき，最大達成可能な公共サービス支出の定

常水準は開ループ・ナッシュ均衡での定常水準

に一致する。言いかえると，非線形フィード

バック戦略で実現可能な公共サービス支出の定

常水準は，ゼロに近い値から最大で開ループ戦

略で実現される定常水準 OG までに及ぶ（図２）。

３）さらに，図２より，安定である非線形フィードバック戦略における最適政策関数に対応する積分曲線は右下
　がりである。いいかえると，局所的に安定である非線形フィードバック戦略（すなわち各人のネットの税支払
　い分）は，全体の公共サービスの支出水準に対して負に反応する。この性質は，線形フィードバック戦略およ
　び開ループ戦略とも共通している。したがって，いずれの戦略のもとでも，この性質がなければ，その財政再
　建プロセスは動学的に不安定になる。
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　また，図２からわかるように，この範囲には
sG よりパレートの意味において優れているもの

だけではなく， sG よりパレートの意味において

劣っている公共サービス支出の定常水準も含ま

れている。任意定数Ｋの値によって，特にＫの

値がゼロより大きいか小さいかに応じて，非線

形のフィードバック戦略の戦略的外部性（ある

いは戦略的代替性）の程度が，線形フィード

バック戦略(20)より大きくなったり小さくなっ

たりすると解釈できる。いいかえるとＫの値に

依存して，対応する非線形フィードバック戦略

の方が線形フィードバック戦略(20)よりただ乗

りの傾向が強くなったり弱くなったりする。し

図２　安定な定常均衡の範囲

たがってＫの値は利益団体のただ乗りの傾向の

強さを示すパラメーターとして見ることができ

る。しかし，利益団体がどの非線形フィード

バック戦略を選択するか（すなわち，どの

フィードバック・ナッシュ均衡が実現するか）

は事前にはわからないので，Ｋの値を事前に決

めることはできない。

　また，面倒な計算であるが，線形あるいは非

線形フィードバック戦略に関わらず，利子率，

時間選好率および利益団体数の変化の公共サー

ビス支出水準への効果は，他の解と同じ定性的

結果になることを示すことができる。

Ⅴ．消費税の効果

最適消費税率の決定

　本節では，消費税政策の効果を考察する。消

費税をわれわれのモデルに導入することによっ

て，各利益団体のフリーライダーの傾向がどの

ように内部化されるかを調べる。まず，各利益

団体の予算制約式（２）は次のように変わる。

ただし iT は利益団体 i が受け取る一括移転収入
である。このとき，政府の予算制約式は次のよ

うになる。
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ただし， i
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cτＲ �≡
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は消費税収入， )c/( i
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τ＝ε ��

==

n

i
i

n

i
T

は消費税収入から移転支出に向けられる比率を

それぞれ表す。 iT は各利益団体にとって外生的
に与件であると仮定しているので，Ｒも各利益

団体の選択変数（すなわち， ic あるいは ig ）の決
定から独立になる。４）

　各利益団体が開ループ戦略を採用するとき,

(14a)は

(35)から，開ループ・ナッシュ均衡において過

ただし,π≡ρＶ'(Ｇ)/ＵＧであり,πは定常均

衡で評価されている。線形フィードバック戦略

を得る。さらに，(37)を消費税について解く

と，次のような最適消費税率が得られる。

が得られる。(36)の両辺を nＵＧでわり，その左

辺にパレート最適条件(13)を代入すると，

を得る。定常均衡において，開ループ・ナッ

シュ均衡で実現する公共サービスの支出水準を

パレート最適解のそれに一致させるためには，

(13)と(33)の限界代替率を等しくおかなければ

ならない。すなわち，

となり，(32)と(14b)の定常条件より，

小供給される公共サービスの支出水準を増加さ

せるためには，消費税率を引き上げる必要であ

ることがわかる。また，利益団体の数が増加す

ると，消費税の最適税率も増加しなければなら

ないこともわかる。これは，次のように説明で

きる。利益団体数の増加は公共サービスの受益

者数の増加を意味するので，パレート最適な公

共サービス水準は大きくなる。より高い水準を

実現するためには，消費税率をさらに引き上げ

ることによって，私的消費の相対価格をより高

くして，自発的なネットの税負担の機会費用を

相対的に安くして，利益団体の自発的な税負担

をさらに促す必要がある。また，最適税率が利

益団体数以外の変数に依存していないことも注

目すべき事実である。

　他方，各利益団体が線形あるいは非線形

フィードバック戦略のいずれを採用しても，

Ｈamiltonian-Ｊacobi-Ｂellman方程式(17)の右辺

をgiについて微分して，ゼロとおくと，

４） 各利益団体が多数存在する時はこのような仮定は容易に正当化できるが，各利益団体が少数の時には，各利
　 益団体は政府の予算制約式の構造について正確な知識を持っていないことを暗黙に仮定する［Ｂoardway et.
　 al.(1989)]。もし，各利益団体が政府の予算制約式の構造を正確に知っていると，移転支出の大きさがすべて
　 の利益団体の選択変数に依存することを認識することになり，各利益団体はよりいっそう複雑なゲームをプ
　 レイすることになる。ここではそのような複雑化をさけるために，本文でなされたような仮定を行う。

（34）より,次のような最適消費税率を得る。



財政再建の理論的分析

- 25 -

が採用されたとき，π＜１であることは確かめ

ることができるので，(38)で与えられる最適消

費税は，開ループ・ナッシュ均衡解で得られる

最適消費税率τ０より大きくなる。これは，線形

フィードバック戦略が採用されたとき，戦略的

外部性が存在するため，各利益団体がフリー・

ライダーになろうとする傾向が開ループ・ナッ

シュ均衡のそれよりさらに強くなる。したがっ

て，パレート最適な公共サービス水準を実現す

るためには，開ループ・ナッシュ均衡解で得ら

れた最適消費税率よりも税率をさらに高く引き

上げる必要がある。

　各利益団体が非線形フィードバック戦略を採

用したとき，πの値を一意的に確定することが

できないので（公共サービス支出の定常水準が

一意的に決まらないので），最適消費税率は線

形フィードバック戦略のときのそれよりも小さ

くなったり大きくなったりする。

財政再建のスピードと消費税

　消費税が導入される以前の定常均衡への調整

速度は，それぞれの均衡経路に対応して，次の

ような値で与えられる(詳しい導出については

付録１をみよ）。

を表している。(39a)－(39c)を直接微分するこ

とにより，利子率あるいは利益団体数を増加さ

せるか，あるいは現在効用に対する将来効用の

割引率を小さくすると（すなわち，ρの値を１

に近づける），すべての解の調整速度が増加す

ることがわかる。さらに，これらの絶対値を比

較すると，次のような大小関係があることもわ

かる。

すなわち，パレート最適解の経路に比べると，

非協力ゲーム的状況で実現する開ループ・ナッ

シュ均衡経路およびフィードバック・ナッシュ

均衡経路の調整速度は遅い。さらに，フィード

バック・ナッシュ均衡経路の調整速度は開ルー

プ・ナッシュ均衡経路のそれよりも遅い。後者

の結果は次のように説明できる。開ループ・

ナッシュ均衡のもとでは，初期時点で選ばれた

財政再建計画が計画期間全体にわたって変更さ

れないので，ただ乗りのインセンティブの強さ

はＧの水準が変化しても変わらない。これに対

して，フィードバック・ナッシュ均衡のもとで

は，計画の途中で公共サービスの支出水準が増

加していくと（すなわち，公債の残高が減少し

ていくと），戦略的外部性のために，それを観

察した各利益団体は，よりいっそうただ乗りの

インセンティブが強い戦略を採用することにな

る。その結果， ig がさらに減少して，公共サー
ビスの支出水準の増加速度はよりいっそう小さ

くなる。

　以上のことから，より望ましい財政再建経路

を実現するか，あるいは，現在ある財政再建経

路をパレート最適経路に近づけるためには，財

政再建経路の調整速度を速める必要がある。次

に，消費税率の変更が，それを実現するための

有効な手段であるかどうかを調べてみよう。各

利益団体が予算制約式(30)のもとで，開ループ

戦略および線形フィードバック戦略を用いたと

きの均衡経路の調整速度はそれぞれ次の式で与

えられる。

ただし，ＤＰ，ＤＯおよびＤＳはそれぞれパレート最

適解経路開ループ・ナッシュ均衡経路および

フィードバック・ナッシュ均衡経路（線形

フィードバック戦略を採用した時）の調整速度
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(41)の形から，消費税率の増加は，明らかに，

開ループ・ナッシュ均衡経路および線形フィー

ドバック戦略のもとで実現するナッシュ均衡経

路の両方の調整速度（絶対値）を増加させる。

したがって，消費税率の増加は，いずれの非協

力ゲーム均衡解の調整速度も速めて，パレート

最適解のそれへと近づける効果を持つ。

　非線形フィードバック戦略の調整速度は，選

ばれた戦略に応じて，線形フィードバック戦略

のもとで実現する均衡経路よりも遅い経路も速

い経路も存在する。しかし，いずれの経路が選

ばれても（すなわち，任意のＫの値に応じて），

消費税率の増加は任意のフィードバック・ナッ

シュ均衡である財政再建経路の速度を増加させ

ることを示すことができる。（詳しくは Ｉｈｏｒ ｉ

and　Ｉｔａｙａ(1997)を参照せよ）

消費税政策の政策的含意

　消費税の導入およびその引き上げは，一般に

財政再建のための有力な財源確保の手段として

みなされている。実際の政策論議においても，

この点についてもっぱら議論される。しかし，

本論文で分析されたような消費税率の変更によ

る価格代替効果について議論されることはあま

りない。すなわち，消費税率の変更あるいは導

入によって生じる私的消費と自発的な税負担の

相対価格の変化（価格代替効果と呼ぶ）は，各

利益団体の既得権益の放棄を促すという意味で

財政再建プロセスにおいて大変重要な役割を果

たすと思われる。言いかえると，消費税の導入

あるいは消費税率の引き上げは，私的消費の相

対価格を増加させる一方，自発的な税負担の機

会費用を減少させるので，利益団体がより自発

的に税負担を行えるようにする。その結果，既

得権益から得られるメリットが小さくなるた

め，利益団体が既得権益を放棄しやすくする効

果を持つと考えられる。したがって，長期には

より大きな公共サービス支出水準と低水準の公

債残高を実現できる。

　さらに，消費税の導入とその引き上げは，利

益団体に対して，長期において量的により多く

の既得権益の放棄を促すだけではなく，既得権

益の放棄の速度を大きくする効果がある。すな

わち，財政再建プロセスのペースを早める効果

がある。いずれにしても，各利益団体の既得権

益の放棄を促す消費税の価格代替効果につい

て，さらに多くの理論的および実証的研究の蓄

積が必要であるばかりでなく，実際の政策論議

の場でもより活発な議論がなされる必要がある。

Ⅵ．技術的な付録

付録１

　パレート最適な財政再建経路は次のような微

分方程式体系で与えられる。

（Ａ１）の同次方程式部分の特性方程式は，

で与えられる。この２次方程式の２つの根は，
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で与えられるが，それらは実根でかつ異符号で

あることがわかる。負の実根をＤＰで表せば，横

断性条件(9c)を満足する公共サービス支出のパ

レート最適経路は

この式を解くと，

が得られる。ただし， ＜０κＳ２nrDS ≡ およびＭは

積分定数。したがって，線形フィードバック・

ナッシュ均衡の解経路は，

で与えられる。したがって， PG は大域的に漸

近安定である。

　他方，開ループ・ナッシュ均衡経路は次のよ

うな微分方程式体系で与えられる。

で与えられる。ＤＳ＜０なので， sG も大域的に漸

近的に安定である。

付録２

　最適値関数(19)をＧで微分すると，

(A4)の同次方程式部分の特性方程式を解くと，

次のような異符号をもつ２実根が得られる。

となる。さらに，この関数を(18)に代入して，

整理すると，次のような関数が得られる。

負の実根をＤＯで表せば，適切な境界条件を満足

する公共サービス支出の均衡経路は，

最後に,（19），(A8)および(A9)を(17)に代入す

ると，

で与えられる。したがって， OG は大域的に漸近

安定である。

　最後に，(20)を（６）に代入すると，線形

フィードバック戦略のもとで得られる均衡経路

は

となる。(A6)の同時方程式部分は次のような式

で与えられる。

を得る。すべての可能なＧの値に対して(A10)
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の右辺は恒等的にゼロでなければならないの

で，この方程式の定数項およびＧのすべての次

数に関する係数も恒等的にゼロでなければなら

ない。これらの条件は，最適値関数Ｖ(Ｇ)の係数

に関する連立方程式体系を与える。最初に，

Ｇ２の係数がゼロであるという条件より，

関数を見つけるために，一時的に，(23)におい

てρ＝０と仮定すると， ig に関する次のような
２次方程式を得る。すなわち，

を得る。この式は,θ２に関する２次方程式な

ので，根の公式を適用すると，

根の公式を使えば， この２次方程式の解は，

を得る。(A12)から，θ２は実根でかつ異符号を

持つ２つの解をとりえるが，境界条件（すなわ

ち， s

t
Gt＝)(limＧ

∞→
）を満足するためには，負の実

根のみがθ２の解となる。これをλと表す。さら

に,Ｇの係数がゼロであるという条件より，次

のような方程式が得られる。

(A12)の負根λを(A13)のθ２に代入して，θ１に

ついて解くと，

である。ρ＝０の時の解である(A16)の形から,

ρ≠０のときの解の形は次のようになると予想

される。

ただし， である。(A17)を

を得る。β１＜０およびλ＜０なので，θ１の分

子は正，一方，分母も正になることを示すこと

ができる。したがって，θ１＞０。(A9)のθ２

をλに置き換え，さらに，(A14)を(A9)に代入

して，整理すると，本文中の(20)を得る。

付録３

　(23)を満足する最適値関数あるいは最適政策

Ｈamiltonian-Ｊacobi-Bellman方程式(23)に代入

すると，

となる。ただし，
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を得る。この式をＧで微分して，次のような補

助方程式を得る。

に，この式を次のように変形する。

さらに，(22)を(A18)のV ′ (Ｇ)に代入した後，そ
の結果を h′ (Ｇ)について解けば，

を得る。(A17)を(A22)に代入して，整理すれ

ば，本文中の(24)が得られる。

付録４

　  (A17)を次のように変形して，

ただし，添え字の iを省略する。さらに，この式
を(A19)に代入すると，

を得る。ただし，
2

2

1

1

)12( γγ
ρ β

＋－Ｇ
β ＊

～

�
�

�

�

�
�

�

�

−
≡

rn
C

および，
1

2

γ
γ≡F である。

　(A19)において，
F
CGX −≡ と変数変換を行

えば， を得る。(A23)を，(26)の定常条件 ng ( ∞G )＝

Ｇ＊を満足する ∞G で評価して，（A 2 3）の

ｇ( ∞G )にこの式を代入すると，

と得る。さらに，(A20)を積分しやすい形にす

るために，変数Ｚ≡ h／Ｘを導入する。最初に，
変数ＺをＸで微分して，(A20)を代入すれば， を得る。この式を整理すれば，

を得る。ただし， �
�

�
�
�

� +=
F
CXhGh )( なので，

h′ (Ｇ)＝dh／dＸであることに注意せよ。さら

を得る。最後の不等号は安定条件(27)による。

(A25)を，さらに，

(A21)の両辺を積分して，整理すると，
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